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平成 22 年 8月 2 日 

各  位 

上場会社名 株式会社ノア 

 (コード番号：3383 名 証セ ン ト レッ ク ス) 

本社所在地 横浜市港北区新横浜二丁目 2番 8号 

本社事務所 東京都港区芝三丁目 31番 2号 

代 表 者 代表取締役社長 渡 邊 □ 豊 

問 合 せ 先 管 理 本 部 渋 谷 高 敏 

 TEL（03）6891-6500（代表） 

 

 

「第三者割当による新株式、転換社債型新株予約権付社債及び新株予約権の発行」 

及び「主要株主である筆頭株主の異動及び主要株主の異動」 

並びに「その他関係会社の異動」に関するお知らせ 

 
当社は、本日開催の取締役会において、以下のとおり、第三者割当による新株式発行、転換社債型新株予約

権付社債発行及び新株予約権発行に関し決議いたしましたのでお知らせいたします。なお、当該新株式発行、

転換社債型新株予約権付社債（以下、「新株予約権付社債」といいます。）発行及び新株予約権発行の決議は、

大規模な希薄化を伴うものであることから平成 22 年 9 月 3 日開催の臨時株主総会による既存株主様の賛同

を得ることを条件としております。また、当該新株式発行により当社の主要株主である筆頭株主の異動及び

主要株主の異動並びにその他関係会社の異動が見込まれますので併せてお知らせいたします。 

記 

I. 第三者割当による新株式発行、新株予約権付社債発行及び新株予約権発行 

1. 募集の概要 

（A） 新株式発行 

1. 発行新株式数 68,037 株 

2. 発行価額  1 株につき 4,850 円 

3. 発行価額の総額 329,979,450 円 

4. 資本組入額  164,989,725 円 

5. 募集の方法  第三者割当による 

6. 申込期間  平成 22年 9月 6日（月） 

7. 払込期日  平成 22年 9月 6日（月） 

8. 割当先   

 

 

 

 

 

 

9. 前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする 

1 株式会社スミダパッケージ 30,927 株 

2 株式会社エクセ 26,804 株 

3 株式会社デジアイズ 6,185 株 

4 株式会社テラオカ 2,061 株 

5 株式会社共立電機製作所 1,030 株 

6 株式会社洸陽電機 1,030 株 
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（B） 新株予約権付社債発行 

1. 社債の名称  株式会社ノア 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 

   （転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）（以下、社債のみ

   を「本社債」、新株予約権のみを「本新株予約権」といいます。） 

2. 新株予約権の総数 10 個 

3. 当該発行による   19,634 株 

潜在株式数 

4. 社債及び新株予約 

  権の発行価額 額面 100 円につき 106 円 00 銭 

   但し、本新株予約権と引換えに金銭の払込は要しません。 

5. 発行価額の総額 106,000,000 円 

6. 各社債の金額 10,600,000 円 

7. 転換価額  5,093 円 

8. 利率  本社債には利息は付さない 

9. 転換請求期間 平成 23年 3月 11 日から平成 27年 9月 9日まで 

10. 自己新株予約権の 

  取得の事由及び 
  取得の条件  転換請求期間に当社普通株式の普通取引の終値が発行決議日の前日の

   終値の 150％と以上なり、かつ、当社取締役会が平成 27 年 8 月 26 日

   までに本新株予約権の取得を決定した場合、本社債権者に対して取得

   日の 2週間前までに取得日を通知したうえで、当社は、満期償還日に、

   残存する本新株予約権付社債の全部（一部は不可）を当社普通株式と

   引換えに取得することができる。 

11. 募集の方法  第三者割当による 

12. 申込期間  平成 22年 9月 10 日（金） 

13. 払込期日  平成 22年 9月 10 日（金） 

14. 割当先  株式会社新鮮組本部へ全額割当てる。 

15. 前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする 

※詳細は別添「発行要領」を参照してください 

 

（C） 新株予約権発行 

1. 新株予約権の名称 第 5回新株予約権 

2. 新株予約権の総数 10,000 個 

3. 目的となる株式の数 10,000 株 

4. 発行価額  1 個につき 61円 

5. 割当日  平成 22年 9月 6日（月） 

6. 行使価額  4,850 円 

7. 行使可能期間 平成 23年 3月 7日から平成 27年 9月 5日まで 

8. 強制取得  新株予約権者は、当社株式が（ア）に定める「強制取得条件判定期間」
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   の間、市場価格の終値において一度でも（イ）に定める「強制取得条

   件判定水準」を下回った場合、（ウ）に定める「強制取得条件価格」に

   より新株予約権者に割当られた新株予約権の残存をすべて行使し、目 

          的となる普通株式のすべてを買取らなければならない。新株予約権者

   が強制取得を行う場合、強制取得条件価格の総額の払込期日は、当該

   強制取得を行うことが確定した日の 1 ヶ月後までとする。但し、当社

   新株予約権者と当社が事前に同意する場合は、当該期日を変更するこ

   とができる。 

   （ア）強制取得条件判定期間 

         平成 23年 3月 7日から平成 27年 9月 5日 

   （イ）強制取得条件判定水準  

         行使価額に 0.5 を乗じた額（小数点未満は切り上げる）とする。 

   （ウ）強制取得条件価格 （イ）を算定する基となる行使価額とする。 

8. 割当方法  第三者割当による 

9. 割当先  溝邉乃利雄 5,000 個 

   守田俊彦  5,000 個 

10. 前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする 

※詳細は別添「発行要領」を参照してください 

 

2. 第三者割当により発行される株式、新株予約権付社債及び新株予約権の発行の目的 

当社を取り巻く事業環境は、世界的な金融危機の長期化による信用収縮、半導体市況の悪化が継続し

ていることによる半導体製造装置市況の低迷の長期化、および、当社の主要な取引先企業が経営悪化

によりライバル会社へ買収されたことによる当社個別事情の悪化といった厳しい状況下にあります。

そのため、当社業績は、平成 21 年 6 月期においては、営業損失（△154 百万円）、経常損失（△179

百万円）、当期純損失（△268 百万円）であったのに対し平成 22年 6月期においても営業損失（△391

百万円）、経常損失（△407 百万円）、当期純損失（△435 百万円）を見込んでおり、平成 21年 3月 31

日における現金及び現金同等物452 百万円（預入期間が 3ヶ月超の定期預金 41百万円を除くベース）

に対し、平成 22年 3月 31 日における現金及び現金同等物は 206 百万円と 246 百万円減少し、これら

の当社財務状況を反映した当社株式の時価総額は、281 百万円（平成 22 年 3月 31 日終値ベース）と

株式会社名古屋証券取引所セントレックスにおける上場廃止基準である 3 億円未満（但し平成 22 年

12 月末までは経過措置により 1.8 億円未満が基準値とされています）の状況であり、資本市場および

金融機関からは厳しい目を向けられている状況にあります。当社における平成 22年 6月 30 日現在の

有利子負債残高は、1 年内返済予定の長期借入金 23.8 百万円、1 年内償還予定の社債 40 百万円、長

期社債 120 百万円、長期借入金 17百万円の合計200.8百万円であり、このうち平成 22年 9月までに

29.7 百万円の返済が必要でありエクイティ・ファイナンス等による資金調達無しには企業としての存

続自体が厳しい状況になる可能性があります。 

一方、当社は、上記のような状況を打開し、業績の向上と、それに伴う財務基盤の強化を企図して、

平成 21 年 7 月に発表の中期事業計画以降、LED 事業を当社の事業ドメインに加え注力しております。

具体的には平成 21 年 12 月 15 日に日本エーエム株式会社と業務提携契約を締結し、本格的に LED 照

明市場へ参入し、序々にではありますが実績を積み上げております。LED 照明市場は、昨今急速に拡
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大してきており、LED 照明市場は 2009 年の 318 億円から 2015 年には 4 倍超の 1,342 億円に成長する

見通し（株式会社富士経済）であり非常に魅力的な市場といえます。但し、市場参加者も急速に拡大

しており競争が激化しつつある状況にあります。この市場で十分な収益をあげ勝ち組として生き残る 
ためには、市場への早期参入、販売実績、魅力的な商材の仕入ルートと市場への投入能力の確保が重

要であると考えております。そこで、当社は、具体的な実現手段として当社の事業提携先である、日

本エーエム株式会社の LED 事業部門を一部事業譲受により当社内に取込み、同社の仕入先、販売代理

店、ノウハウを活用し企業価値を増大することを企図し、平成 22 年 8 月 2 日に日本エーエム株式会

社と支払対価3.7億円とする事業譲受契約を締結するに至りました。当該事業譲受の詳細については、

本日別途公表の【日本エーエム株式会社のLED事業の譲受けに関するお知らせ】を参照してください。 

なお、当該事業譲受に関しては、対象事業の価値について第三者機関であるアドバンストアイ株式会

社（東京都港区）に算定を依頼し、同社からの算定結果を基に、当社取締役会にて事業譲受対価額の

上限を決議し、日本エーエム株式会社と交渉の上、事業譲渡対価額を決議しております。なお、日本

エーエム株式会社は、事業譲渡後は、LED 事業に関しては競業避止義務を負い譲渡事業以外の事業を

行い存続する予定です。 

当社は、金融機関からの融資が厳しい状況の中、事業拡大を確実に推進し企業価値の増大を図るため、

エクイティ・ファイナンスによる早急な資金調達が必要不可欠であると判断し、平成 22 年 8 月 2 日

開催の当社取締役会において、第三者割当増資による資金調達を行う決議をいたしました。 

 

3. 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（A） 新株式発行による調達資金の額 

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

329,979,450 2,100,000 327,879,450 

（注） 1 発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

     2 発行費用（概算）の内訳は下記のとおりです。 

   登記関連費用その他 2,100,000 円 

（B） 新株予約権付社債による調達資金の額 

払込金額の総額（円）  発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

106,000,000 1,500,000 104,500,000 

（注） 1 発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

  2 発行費用（概算）の内訳は下記のとおりです。 

   新株予約権付社債価値評価料 1,500,000 円 

（C） 新株予約権による調達資金の額 

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

49,110,000 1,000,000 48,110,000 

（注） 1 発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

  2 発行費用（概算）の内訳は下記のとおりです。 

   新株予約権価値評価料 1,000,000 円 

（D） 資金使途及び支出予定時期 

資金使途 金額 支出予定時期 

LED 事業の譲受対価支払 3.70 億円 平成 22年 9月 6日～同年 9月 30日 
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LED事業のLED商品仕入代金等

の運転資金 

0.62 億円 平成 22年 9月～同年 12月 

LED事業のLED商品仕入代金等

の運転資金 

0.48 億円 平成 23年 3月～平成 27年 8月 

合計 4.80 億円  

第三者割当増資による調達資金 4.80 億円は、当社 LED 事業強化のため日本エーエム株式会社の一部

事業である LED 事業の譲受代金の一部として3.7 億円を充当する予定です。当社は、本第三者割当増

資によって、財務基盤の健全化及び強化を進めるとともに M&A を含む事業性資金を確保することで、

信用力の増強ならびに LED 事業の適切な推進が可能であると考えております。当社は、本第三者割当

増資によって、財務基盤の健全化及び強化を進めるとともにM&Aを含む事業性資金を確保することで、

信用力の増強ならびに LED 事業の適切な推進が可能であると考えております。当社は、平成 21 年 7

月に中期計画として、LED 等環境関連事業への進出並びに複合的な事業構造を確立し、安定的な収益

計上を図ることなどを発表以降、事業ドメインの拡大の一環として LED 事業への取り組みを行ってま

いりましたが、当社単独での事業展開は、当初の見込みとは異なり競合他社の急速な増加及び商品需

要の多種多様化などにより、当社 LED 事業の強化が喫緊の経営課題となっておりました。このような

状況を受け、平成 21 年 12 月には日本エーエム株式会社と事業提携契約を締結し事業強化の下、LED

事業に本格的参入を開始しました。現在当社が取り組む LED の市場は、急速に拡大している一方新規

参入者も多く早期の事業強化が当社にとっては必須と判断しております。そのため当社は事業提携先

である日本エーエム株式会社の LED 事業部門を買収することにより、LED 事業の早期強化と市場の成

長を早期に取り込み当社収益の拡大を企図しております。日本エーエム株式会社における LED 事業部

門では、国内外の LED 機器メーカーより商品を仕入れ、直接または販売代理店を通して、コンビニエ

ンスストア等の小売流通店舗、官公庁施設等への LED照明機器の販売及び設置を行っており、当社は

同事業部門を譲受する事業譲渡契約を平成 22 年 8 月 2 日に同社と締結しております。当該譲受によ

り、LED 照明機器商品在庫約 7 千万円、販売代理店 94社、仕入先 3 社及び従業員 18 名を承継し、そ

の対価として、3.7 億円を現金にて支払うものです（平成 22 年 9 月 6 日に本件新株式の発行手取金か

ら 300,000,000 円、平成 22 年 9 月 30 日に本件新株式の発行手取金の残金 27,885,600 円と本件第１回

無担保転換社債型新株予約権付社債の手取金から残額 42,114,400 円の合計 70,000,000 円を支払う予定

です）。商品仕入代金については、平成 22年 9月以降支払う予定ですが、旺盛な販売商品の引き合い

があることが予想されるため 6千万円については平成22年 12 月までに支出する予定です。なお、調

達資金については支出までは銀行預金として保管いたします。 

 

4. 資金使途の合理性に関する考え方 

当社は、「2.第三者割当により発行される株式、新株予約権付社債及び新株予約権の発行の目的」で

も述べておりますように、当社を取り巻く厳しい経営環境を打開するべく取り組んでおります LED 事

業を早期かつ確実に軌道に乗せ、早期に業績の回復を果たすため、当社の事業提携先である日本エー

エム株式会社のLED事業譲受資金および商品仕入等のための運転資金の確保を目的として今回の調達

資金を充当いたします。当社は LED 事業の強化・拡大により収益基盤を回復し企業価値の向上と財務

基盤の強化を図ることは合理性に適うものと判断しております。 

 

5. 発行条件等の合理性 
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（A） 発行価額の算定根拠 

1. 新株式 

発行価額につきましては、本新株式発行にかかる取締役会決議日の前取引日である平成 22 年 7

月 30 日の株式会社名古屋証券取引所が公表した当社普通株式の普通取引の終値である 4,850 円

（本発行価額）といたしました。取締役会決議日の前営業日を「基準日」として計算すると、基

準日終値 4,850 円、直近 1 ヶ月間の終値平均 5,863 円、直近 3 ヶ月間の終値平均 7,172 円、直近 6

ヶ月間の平均 6,520 円となり、発行価額との乖離については、基準日終値に対してはディスカウ

ントなし、直近１ヵ月間の終値平均に対し 17.3％ディスカウント、直近 3 ヵ月間の終値平均に対

し 32.4％のディスカウント、直近 6 ヵ月間の終値平均に対し 25.6％のディスカウントとなります。 

当社は、基準日の終値（ディスカウントなし）を発行価額に決定しておりますが、基準日におけ

る当社株式の株価が本来の価値と比較して特異な株価を形成しているとは考え難く、基準日の株

価は、いわゆる時価として適正な株価を形成している可能性が高いと判断しております。当社は、

平成 22 年 7 月 15 日（引け後）に業績の下方修正を公表しておりますが、現時点における当社株

式の時価を推定する場合においては、同下方修正前の株価に対し、同下方修正後の株価の方が、

現時点における時価としてより適正な株価を形成している可能性が高いと判断しております。な

お、下方修正発表翌日から取締役会決議日前日までの 10 取引日における当社株式の終値の平均

は 5,283 円であり発行価額は、同平均株価に対し 8.2％ディスカウントであり 10％未満のディス

カウント率であります。 

以上のような当社株式の状況を勘案しますと、本新株式における時価発行新株式の発行価額とし

て、基準日（取締役会決議前日）の当社株式の終値である 4,850 円（ディスカウントなし）とす

ることが妥当であると当社は判断しております。なお、本発行価額については、日本証券業協会

の「第三者割当の取扱いに関する指針」に準拠しており、有利発行に該当しないものと判断して

おります。 

また、当社の監査役 2 名全員は、本新株式の発行価額に関して次のような意見を述べております。 

当社は、本新株式にかかる取締役会決議日前日（基準日）の株価終値である 4,850 円を本新株式

の発行価額としています。当該発行価額は、前述のとおり当社株式の直近終値平均 1 ヶ月間、3

ヶ月間、6 ヶ月間と比較して、いずれも 10％以上のディスカウントとなっております。しかし、

当社株式における基準日からのディスカウントはしないものとしており、株式の時価として、直

近取引日の終値を採用することは合理的であり、日本証券業協会の「第三者割当の取扱いに関す

る指針」にも準拠しており妥当であると考えます。また、当社は、平成 22 年 7 月 15 日に業績の

下方修正を発表していることから、同発表後の株価を（発表前の株価に対して）より適正な時価

とすることも合理的であると考えております。当社が日本エーエム株式会社からの LED 事業の譲

受による収益の拡大と早急な自己資本の拡充が求められている状況を考慮すれば、円滑な第三者

割当増資により財務基盤を拡充することにより企業価値の向上を図ることは、既存株主の利益に

資すると考えらます。さらに、当該取締役会決議は、株式会社名古屋証券取引所の定める適時開

示等規則第 34 条の規定により平成 22 年 9 月 3 日開催の臨時株主総会に諮ることを条件としてい

ます。以上のような状況を勘案しますと、本新株式の発行価額は合理性があり妥当であると考え

ており、また、日本証券業協会の「第三者割当の取扱いに関する指針」に準拠しており有利発行

に該当しないものと、当社監査役の全員は判断しております。 
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2. 新株予約権付社債 

本新株予約権付社債の発行価額については、当社の株価及びその変動可能性、割引率、本新株予

約権付社債の利率、転換価額及び行使期間その他本新株予約権付社債の内容等を考慮して一般的

な価額算定モデルである三項格子モデルによる独立した第三者評価機関（アドバンストアイ株式

会社 東京都港区）が算定した結果を基に、本新株予約権付社債の発行価額を額面 100 円につき、

106 円 00 銭と致しました。第三者評価機関は、新株予約権部分については、当社株式の株価、年

限、転換価額、ボラティリティ、その他の必要前提条件により価値算定、社債部分については、

年限、利率、ボラティリティ、その他の必要前提条件により価値算定しております。当社は、割

当先の引受の可能性、既存株主へ与える影響を勘案し、決議日の前日の終値の 5％上方である

5,093 円を転換価額とし、同転換価額他発行条件を反映した第三者評価機関の算定した新株予約

件付社債額面 100 円あたり 106 円 00 銭であるとの結果を基に、割当先との協議により、新株予

約権と社債を合わせた本新株予約権付社債の発行価額を額面 100 円あたり 106 円 00 銭に決定し

ました。 

なお、本新株予約権付社債の発行に関し、監査役 2 名全員は、次のような意見を述べております。 

本新株予約権付社債の発行価額については、独立した第三者評価機関であるアドバンストアイ株

式会社による公正価額評価結果を基に決定されております。同社レポートでは、価額算定に必要

な各種前提条件（ボラティリティ、無リスク資産金利、当社株価、その他年限、転換価額等）を

基に、新株予約権の価額を算出するための一般的なモデルである三項格子モデルを用いてコンピ

ュータにより新株予約権部分の価額を算出し、一方で当社イールドカーブを推定するなどして発

行条件に応じた社債部分の価値を算出し、両者を合わせた新株予約権付社債の価額を算出してお

り、この点において、算定された価額は合理的であり妥当である可能性が高いものであると判断

しています。また、本新株予約権付社債は、転換価額は決議日の前日の終値の 105％水準、年限

5 年、当初 6 ヶ月間は権利行使ができない、株価が一定水準以上となった場合には満期時に当社

株式が割当てられるという条件が付されており、割当先にとってはリスクの高い条件が付されて

いるといえます。一方、当社は、事業譲受による収益の拡大と早急な自己資本の拡充が求められ

ている当社の状況を考慮すれば、第三者割当増資により財務基盤を拡充することにより企業価値

の向上を図ることは、既存株主の利益に資すると考えられます。また、当該取締役会決議は、株

式会社名古屋証券取引所の定める適時開示等規則第 34 条の規定により平成 22 年 9 月 3 日開催の

臨時株主総会に諮ることを条件としています。 

以上のような観点から、当社監査役の全員は、本新株予約権付社債の条件及び発行価額は合理性

があり妥当であると考えており、また、日本証券業協会の「第三者割当の取扱いに関する指針」

に準拠しており、有利発行に該当しないものと判断しております。 

 

3. 新株予約権 

本新株予約権の発行価額については、当社の株価及びその変動可能性、割引率、本新株予約権の

行使価額及び行使期間その他本新株予約権の条件等を考慮して一般的な価額算定モデルである

三項格子モデルによる独立した第三者評価機関（アドバンストアイ株式会社 東京都港区）が算

定した結果（本新株予約権１個当たりの発行価額を 60.85 円）を基に、本新株予約権１個当たり

の発行価額を 61 円（１株当たり 61 円）といたしました。第三者評価機関は、当社株式の株価、

新株予約権の年限、権利行使可能期間、ボラティリティ、強制行使条件等、本新株予約権の価格
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決定に必要な条件を基に本新株予約権の発行価額を算定しております。同算定においては、複数

の行使価格に対して算定をいただいておりますが、本新株予約権は行使価格の 50％を基準とした

強制行使条項により割当先にとって厳しい条件が設定されていることから、高い行使価格を設定

すると、公正と思われる発行価額がマイナスとなる場合があります。したがって、当社は、本新

株予約権が有償による発行であること、強制行使条項が付されていること、割当先の引受の可能

性、既存株主へ与える影響を勘案し、決議日の前日終値である 4,850 円を行使価額とし、同行使

価額他発行条件に対して第三者評価機関が算定結果を基に、割当先との協議により、発行価額を

61 円（1 株あたり 61 円）に決定しました。 
また、本新株予約権の発行に関し、監査役 2 名全員は、次のような意見を述べております。 

本新株予約権の発行価額については、独立した第三者評価機関であるアドバンストアイ株式会社

による公正価額評価結果を基に決定されております。同社レポートでは、価額算定に必要な各種

前提条件（ボラティリティ、無リスク資産金利、当社株価、その他新株予約権の年限、行使価格

等）を基に、同種の新株予約権の価額を算出するための一般的なモデルである三項格子モデルを

用いてコンピュータにより新株予約権の発行価額を算出しており、この点において、算定された

価額は合理的であり妥当である可能性が高いものであると判断しています。また、本新株予約権

は、年限を 5 年、当初 6 ヶ月間は権利行使ができない、株価が一定水準以下となった場合には強

制的に行使しなければならないという条件が付されており、割当先にとっては厳しい条件が付さ

れているといえます。一方、当社は、事業譲受による収益の拡大と早急な自己資本の拡充が求め

られている当社の状況を考慮すれば、円滑な第三者割当増資により財務基盤を拡充することによ

り企業価値の向上を図ることは、既存株主の利益に資すると考えられます。また、当該取締役会

決議は、株式会社名古屋証券取引所の定める適時開示等規則第 34 条の規定により平成 22 年 9
月 3 日開催の臨時株主総会に諮ることを条件としています。 
以上のような観点から、当社監査役の全員は、本新株予約権の条件及び発行価額は合理性があり

妥当であると考えており、また、日本証券業協会の「第三者割当の取扱いに関する指針」に準拠

しており、有利発行に該当しないものと判断しております。 

 

（B） 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

当社は今回の資金調達に際し多用な手段を検討いたしました。既存株主様の希薄化を回避するた

めに金融機関への融資交渉を進めてまいりましたが、既述のとおり当社の業績・財務状況等から

既存取引金融機関は消極的な姿勢であり、追加借入は難しく既存借入金の返済も必要な状況が昨

年以降続いております。一方、エクイティファイナンスについては、当社、業績・財務状況等を

鑑みますと公募増資による資金調達は、当社が期待する資金調達が成立する可能性は低いと考え

ざるを得ず、資金調達方法として、第三者割当によるエクイティファイナンスを選択することが

現実的と判断し、当社とともに LED 事業のパートナーとなりうる販売代理店等、取引先候補等、

当社事業に貢献いただけることが期待できる割当予定先を主とする第三者割当による資金調達

が現時点では最良の選択であると判断するに至りました。 

本新株式の発行により新たに増加する株式にかかる議決権の数 68,037 個については、平成 22年

7月15日現在の総株主の議決権の数50,285個に対する希薄化率135.3％と25％以上であります。

別件転換社債型新株予約権付社債の発行にかかる議決権の数 19,634 個、別件新株予約権の発行

にかかる議決権の数 10,000 個であり、一連のエクイティファイナンスにより新たに増加する株
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式にかかる議決権の数 97,671 個については、平成 22 年 7 月 15 日現在の総株主の議決権の数

50,285 個に対する希薄化率 194.2％と 25％以上となり、既存株主における 1株あたりの利益（ま

たは損失）を大幅に希薄化することとなります。しかしながら、本件増資により、当社の自己資

本が拡充されるなど財務基盤が強化されること、増資資金を利用した M&A（日本エーエム株式会

社の一部事業譲受）により、半導体製造装置事業主体の会社から、大幅な市場成長が見込まれる

LED 照明事業を中核とした会社へ変貌を遂げることができ収益の向上が得られること、財務基

盤・収益状況の改善により株式市場および金融機関からの信頼を得ることができること等、本件

増資を行わない場合に対して、当社の既存株主の得られるメリットは非常に大きいと判断してお

ります。また、当社は、株式会社名古屋証券取引所の定める適時開示等規則第 34 条の規定によ

り本件増資を直接既存株主の意思確認を行うため、平成 22 年 9 月 3 日に開催する臨時株主総会

に諮り決議いただくことを条件として、本新株式発行および別件転換社債型新株予約権付社債な

らびに新株予約権の発行の取締役会の決議を実施する予定です。 

なお、本件増資においては、主に新株式発行による資金調達を行うものですが、当社が必要とす

る金額の資金調達を実行するため別件転換社債型新株予約権付社債および新株予約権を発行し

ます。当該転換社債型新株予約権付社債の発行額は 1社（株式会社新鮮組本部）に対し、1億円

を発行しますが、新株式ではなく転換社債型新株予約権付社債とすることで、一定の投資リスク

が軽減されるため割当候補先から 1億円という資金出資を得られることとなりました。また、当

該転換社債型新株予約権付社債は、ゼロクーポン債であること、当社株価が発行決議日の前日の

終値に対し 150％となる水準の終値を付けた場合等一定の条件を満たした場合、満期時に当社普

通株式が割当てられることから、当社の期間損益および財務面においてメリットがあり、既存株

主にとっては、当該転換社債型新株予約権付社債の発行後、株価が上昇した場合には転換による

希薄化可能性があるものの、発行後、転換価額未満で当社株価が推移し続けた場合には希薄化が

避けられる可能性が高いというメリットがあります。 

別件新株予約権については、当社取締役候補者が割当候補先となっていますが、急成長する LED

市場における収益機会損失を防ぐための商品仕入などへの対応のため、割当先からの機動的な資

金調達が可能となる一方既存株主においては、権利行使までは希薄化が発生しないメリットがあ

ります。当該新株予約権は、一定以上の当社株価下落時には、当初行使価格で強制的に権利行使

しなければならない条項が付されており、割当先にとっては非常に厳しい条件となっています。

したがって、割当先は（取締役に選任されて以降は）当社企業価値を向上させる意思が強く働く

ことが想定されるため、既存株主にとっても希薄化を上回る株主価値の向上が期待できます。 

以上により、本新株式の発行および別件転換社債型新株予約権付社債ならびに新株予約権の発行

に伴って、大規模な希薄化が生じるものの、当社にとって必要かつ相当である旨の既存株主の承

認（平成 22 年 9 月 3 日開催の臨時株主総会決議）を条件とした上で、当社は本新株式の発行お

よび別件転換社債型新株予約権付社債ならびに新株予約権の発行を決議することといたしまし

た。 

 

6. 割当先の選定理由等 

（A） 割当先の概要 

① 新株式発行 

割当予定先の氏名又は名称 株式会社スミダパッケージ 
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割当株数 30,927 株 

払込金額 149,995,950 円 

本店の所在地 東京都江戸川区南葛西 4-20-13 

代表者の役職及び氏名 代表取締役 栗田 稔 

資本金の額 48,000 千円 

事業の内容 製造業  ａ．割当予定

先の概要 主たる出資者及びその

出資比率 

東京中小企業投資育成 30,000 株（31.25％） 

栗田 稔       20,509 株（21.36％） 

栗田 稔昭       9,200 株（ 9.58％） 

栗田 つね子      8,483 株（ 8.84％） 

出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 該当事項はありません。 

資金関係 該当事項はありません。 

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係 
技術又は取引関係 該当事項はありません。 

ｃ．最近の経営成績及び財政状況 

   （単位：千円） 

  平成２０年３月期 平成２１年３月期 平成２２年３月期 

総売上高 2,076,000 1,948,430 1,727,286 

経常利益 3,140 7,530 12,136 

純利益 3,140 6,090 6,840 

総資産 870,000 869,350 828,030 

純資産 210,000 182,410 189,254 

 

割当予定先の氏名又は名称 株式会社エクセ 

割当株数 26,804 株 

払込金額 129,999,400 円 

本店の所在地 東京都千代田区麹町 1-3-7 

代表者の役職及び氏名 代表取締役 谷 均 

資本金の額 389,500 千円 

事業の内容 有価証券の保有及び投資、不動産業 ａ．割当予定

先の概要 主たる出資者及びその

出資比率 

谷 均      456,800 株 58.6％ 

㈱日本情報開発  75,500 株  9.7％ 

谷 かをる     32,328 株  4.2％ 

長谷川 慶太郎   31,549 株   4.1％ 

出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 該当事項はありません。 

資金関係 該当事項はありません。 

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係 
技術又は取引関係 該当事項はありません。 
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ｃ．最近の経営成績及び財政状況 

 （単位：千円） 

  平成 21 年 4 月期 

総売上高 1,095,796 

経常利益 301,440 

純利益 243,885 

総資産 9,738,725 

純資産 773,230 

 
割当予定先の氏名又は名称 株式会社デジアイズ 

割当株数 6,185 株 

払込金額 29,997,250 円 

本店の所在地 岩手県奥州市前沢区字高畑３１ 

代表者の役職及び氏名 代表取締役 油井 信広 

資本金の額 50,000 千円 

事業の内容 包装・荷造機械製造業 
ａ．割当予定

先の概要 

主たる出資者及びその

出資比率 

株式会社寺岡精工 75,000 株（75.0％） 

出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 該当事項はありません。 

資金関係 該当事項はありません。 

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係 
技術又は取引関係 該当事項はありません。 

ｃ．最近の経営成績及び財政状況 

   （単位：千円） 

  平成１９年１２月期 平成２０年１２月期 平成２１年１２月期 

総売上高 11,120,497 10,669,111 10,003,611 

経常利益 435,957 322,719 339,508 

純利益 266,286 193,054 206,009 

総資産 6,741,981 6,938,073 6,846,909 

純資産 2,620,080 2,798,135 2,989,144 

 
割当予定先の氏名又は名称 株式会社テラオカ 

割当株数 2,061 株 

払込金額 9,995,850 円 

本店の所在地 東京都港区芝４－４－１３  ａ．割当予定

先の概要 
代表者の役職及び氏名 代表取締役 高野 公幸 
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資本金の額 150,000 千円 

事業の内容 精密機械器具卸売業 

主たる出資者及びその

出資比率 

株式会社寺岡精工 72,000 株（24.0％） 

寺岡 明     45,000 株（15.0％） 

寺岡 豊     33,000 株（11.0％） 

出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 該当事項はありません。 

資金関係 該当事項はありません。 

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係 
技術又は取引関係 該当事項はありません。 

ｃ．最近の経営成績及び財政状況 

  （単位：千円） 

  平成２０年１２月期 平成２１年１２月期 

総売上高 10,455,000 9,341,000 

経常利益 169,000 146,000 

純利益 17,000 64,400 

総資産 9,720,000 10,938,000 

純資産 6,160,000 7,441,000 

 
割当予定先の氏名又は名称 株式会社共立電機製作所 

割当株数 1,030 株 

払込金額 4,995,500 円 

本店の所在地 宮崎県宮崎市赤江飛江田 797 番地 

代表者の役職及び氏名 代表取締役 米良 充次 

資本金の額 22,000 千円 

事業の内容 一般電気工事業 
ａ．割当予定

先の概要 主たる出資者及びその

出資比率 

米良電機産業㈱ 17,600 株（40.0％） 

龍 一男     2,820 株（ 6.4％） 

米良 文子    2,210 株（ 5.0％） 

米良 充典    2,210 株（ 5.0％） 

米良 文典    2,210 株（ 5.0％） 

出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 該当事項はありません。 

資金関係 該当事項はありません。 

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係 
技術又は取引関係 該当事項はありません。 
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ｃ．最近の経営成績及び財政状況 

   （単位：千円） 

  平成２０年４月期 平成２１年４月期 平成２２年４月期 

総売上高 2,842,694 3,213,934 2,585,540 

経常利益 161,403 73,418 115,027 

純利益 181,214 124,494 74,310 

総資産 3,623,170 3,778,855 3,644,274 

純資産 2,412,418 2,492,683 2,566,993 

 
割当予定先の氏名又は名称 株式会社洸陽電機 

割当株数 1,030 株 

払込金額 4,995,500 円 

本店の所在地 兵庫県神戸市灘区住吉南町１－３－７ 

代表者の役職及び氏名 代表取締役 山本 吉大 

資本金の額 78,000 千円 

事業の内容 電気配線工事業 
ａ．割当予定

先の概要 主たる出資者及びその

出資比率 

山本 吉大  6,610 株（44.1％） 

乾 正博   5,910 株（39.4％） 

松本 徹夫  1,080 株（ 7.2％） 

浅尾 哲也   900 株（ 6.0％） 

伊藤 靖    500 株（ 3.5％） 

出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 該当事項はありません。 

資金関係 該当事項はありません。 

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係 
技術又は取引関係 該当事項はありません。 

ｃ．最近の経営成績及び財政状況 

   （単位：千円） 

  平成１９年１１月期 平成２０年１１月期 平成２１年１１月期 

総売上高 1,132,390 1,335,316 1,271,682 

経常利益 16,727 39,886 50,240 

純利益 14,313 37,250 45,994 

総資産 888,097 1,053,950 852,653 

純資産 105,696 142,946 188,941 

 
② 新株予約権付社債 
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割当予定先の氏名又は名称 株式会社新鮮組本部 

本店の所在地 東京都中央区八丁堀2-23-1エンパイヤビル6F 

代表者の役職及び氏名 代表取締役 萩原康三 

資本金の額 310,000 千円 

事業の内容 コンビニエンスストアのメガフランチャイズ

本部運営他 

ａ．割当予定

先の概要 

主たる出資者及びその

出資比率 

萩原 康三     330,460 株  53.3％ 

㈱エーチーム    109,120 株  17.6％ 

出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 該当事項はありません。 

資金関係 該当事項はありません。 

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係 
技術又は取引関係 該当事項はありません。 

ｃ．最近の経営成績及び財政状況 

  （単位：千円） 

  平成２０年１２月期 平成２１年１２月期 

総売上高 3,833,857 5,069,436 

経常利益 65,719 78,316 

純利益 4,683 9,020 

総資産 3,558,279 3,457,434 

純資産 234,608 243,628 

 
③ 新株予約権 

  

氏名 溝邉 乃利雄 

住所 千葉県市川市 ａ．割当予定

先の概要 職業の内容 株式会社ビート 代表取締役 東京都千代田区岩本

町 3-8-15  労働者派遣業 

出資関係 当社筆頭株主です。（H22.7.26 現在 29.83％） 

人事関係 当社社外取締役に就任予定です。 

資金関係 該当事項はありません。 

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係 
技術又は取引関係 該当事項はありません。 

 

氏名 守田 俊彦 

住所 東京都品川区 
ａ．割当予定

先の概要 
職業の内容 日本エーエム株式会社 代表取締役 東京都中央区

東日本橋 2-24-12 LED 照明販売事業、業務用印刷

機等販売・メンテナンス 
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出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 当社常勤取締役に就任予定です。 

資金関係 該当事項はありません。 

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係 
技術又は取引関係 該当事項はありません。 

 
（B） 割当先の選定理由 

当社は、平成 21 年 7 月に中期計画として、ＬＥＤ等環境関連事業への進出並びに複合的な事業構

造を確立し、安定的な収益計上を図ることなどを発表以降、事業ドメインの拡大の一環として LED

事業への取り組みを行ってまいりましたが、競合他社の急速な多数参入や多種多様な商材の需要な

ど、当社単独での事業展開は当初の見込みとは異なり、これらの市場環境に対応すべく、当社 LED

事業の強化が喫緊の経営課題となっておりました。このような状況を受け、平成 21 年 12 月には日

本エーエム株式会社と事業提携契約を締結し、同社の持つ、日本ファウテクノロジー社（注１）等

の仕入ルートや販売代理店網を活用した事業強化を行い、LED 事業に本格的参入を開始しました。

更に本日、日本エーエム株式会社における LED 事業を事業譲受する契約を締結することにより、

LED 事業の早期強化を企図しております。当社の資金調達計画において、金融機関による借入によ

る資金の調達に関しては、直近における当社の収益状況から金融機関の当社への融資姿勢は楽観で

きるものではなく、既存借入金の返済が必要な状況や新規の借入が極めて困難な状況となっており

ます。上記買収資金を含む事業性資金の確保および財務基盤の健全化のための資金調達計画の検討

にあたっては、従前より、証券会社、コンサルティングファーム、親密取引先等から多くの事業会

社、ファンド、個人投資家等の紹介を受け、当社への出資条件について多くの協議を重ねてまいり

ましたが、当社の現状事業環境下において、多額の資金を出資することへのハードルは高いものが

あり調達先の確保には難航した経緯がありました。 

このような状況下、日本エーエム株式会社における LED 事業を事業譲受し、LED 事業の早期強化実

現並びに数多参入企業が増えるであろう当該LED 事業に於いて確固たる地位獲得のため、新株式発

行により約３億３，０００万円、この他に転換社債型新株予約権付社債の発行により１億円、合計

４億３，０００万円を調達することとし、株式会社スミダパッケージ、株式会社エクセ、株式会社

デジアイズ、株式会社テラオカ、株式会社共立電機製作所、株式会社洸陽電機を割当先と致しまし

た。 

 

① 新株式 

株式会社スミダパッケージは、同社代表の栗田氏が本年 3 月に LED や有機 EL など次世代照明技術展

として日本をはじめ、台湾・韓国・中国など世界各国の照明デバイスメーカーや照明器具メーカーが

集う日本最大の展示会として開催された「ライティングジャパン」来場の際、当社出展ブースにて当

社代表である渡邊豊との LED 事業及びエコ事業について論議を行ったことから関係を構築しました。

同社は、スーパーマーケット、コンビニ、弁当惣菜店などに使用される食品トレーを扱う会社として、

食品業界に対しての人脈は広く、栗田氏の人柄や LED事業への見識は、非常に高いものを有している

と評価しております。 

また栗田氏は、当社の豊富な商品群と事業方針を高く評価しており、同社における新規事業として、

当社の販売活動に於ける販売代理店（注２）としてLED 事業を推進する予定と伺っております。当社

としては、食品業界に多岐に渡るルートを持ち、LED 事業へ積極的な事業展開を企図する同社は、最
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良のパートナーと判断し、今回の増資の引受先として選定しました。 

なお、同社は日本エーエム株式会社 LED 事業譲受後に、当社との販売代理店契約締結のもと、当該事

業の拡大に貢献いただける販売代理店（注２）となる予定です。 

 

株式会社エクセの代表である谷均氏は、当社代表である渡邊豊の友人である北山智康氏（当時：東京

中小企業投資育成株式会社。なお、同氏は、平成 22 年 9 月 3 日に開催する当社臨時株主総会にて当

社取締役に選任される予定です。）からの、2008 年頃、異業種交流会の場での紹介により、以前より

面識がありましたが、当社がファイナンス先を昨夏より模索していたところ、本年 2月に渡邊の呼び

かけで再会し、当社の今後の事業計画や事業展開等を説明するなど、ファイナンス交渉を継続的に行

ってきました。 

谷均氏は、当社が取扱う LED 特殊照明(ビル外壁に装着し低価格で画像が表示できる新世代の特殊照

明)に対して、非常に高い評価をされており、同社における LED 事業領域への参入を検討する要因と

なりました。LED 特殊照明ビジネスは、通常の LED 照明器具の販売方法とは異なり、トップダウンで

のセールス活動が必須となる上、不動産関連に関する強いルートを持つことが鍵となります。同社は

ビル管理やホテル経営等の業界に広く人脈を持つことから、従前の当社の顧客層にはない、大手ビル

管理会社・生損保会社・ホテルチェーン等、に対しLED 特殊照明をビジネス展開してゆくパートナー

として最適と判断しております。現在、具体的に国内大手不動産会社へのアプローチを共同検討して

おり、今後、両社が LED 事業に関して発展的な関係を構築することが、両社企業価値向上に繋がるも

のと判断し、今回の増資引受けに至りました。 

同社は、日本エーエム株式会社 LED 事業譲受後は、当社との営業エージェント契約締結のもと、当該

事業の販売活動の発掘・拡大に貢献いただける営業エージェント（注２）となる予定です。 

 

株式会社デジアイズは、株式会社寺岡精工（注３）の部品加工、組立工場としてスタート後、分離独

立した創業 60 年を越える企業であり、現在は研究開発・設計機能および物流システムを備えた総合

メーカーとして環境問題にも取組みを行っております。同社は、2009 年春には 530 坪の自社物流セン

ターの照明を全て LED 化しており、デジアイズ自身も環境商品取扱いを強化してゆく方針であり、さ

らにテラオカグループ（注３）以外の物流委託業務の拡大も今後の重要な戦略と位置付けています。 

このような背景を元に 2010 年 2 月より当社業務提携先である日本エーエム株式会社の物流委託業務

を開始しており、その後、日本エーエム株式会社の代表である守田俊彦氏より当社渡邊に株式会社デ

ジアイズの代表取締役油井社長の紹介を受けました。 

当社としては LED 照明の品揃えの拡充を考えていたタイミングであり、且つ、今後は、小ロット多品

種の商品構成に対応できるようにする事から、物流委託先として同社が適切であるとの考えに至りま

した。 

同社は、当社の経営方針および事業戦略を理解し当社 LED 事業の拡大に必要な物流部門に於いて貢献

いただける先であり、当社の今後の LED 事業への取組み及び事業の成長性をご理解の上、当社を高く

評価頂いており、日本エーエム株式会社からの LED 事業譲受後、当社との物流管理委託契約締結のも

と、当該事業の在庫管理及び物流部門に貢献いただける提携先と考え、今回の増資引受に至ったもの

であります。 

 
株式会社テラオカは、株式会社寺岡精工（注３）の販売部門より独立し、創業 60 年を越える企業で
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あり、現在はスーパーマーケット、百貨店、コンビニエンスストア、ドラッグストア、食品加工場、

鉱工業生産工場など多岐に渡る分野の顧客を持つ商業用計量器、POSシステム等の総合メーカーです。

同社は、環境問題にも取組み、環境機器の開発を行っており、その多岐に渡る分野への顧客群は当社

販売代理店として、魅力的であると判断しております。 

本年 2月 8日、日本エーエム株式会社の LED 事業における取引先である株式会社テラオカの代表取締

役高野氏を日本エーエム株式会社の代表である守田俊彦氏より、東京ビックサイトで実施されていた

展示会に出展していたスーパーマーケットトレードショウの同社ブースにて当社代表の渡邊豊が紹

介を受け、当社 の多くのメーカー製品及び多品種の取り扱いがテラオカの多岐に渡るユーザー群に

対して十分に対応できるものであると同社高野社長より評価して頂きました。 

従って本件事業譲受後、当社との販売代理店契約締結のもと、当該事業の拡大に貢献いただける販売

代理店（注２）と考えております。 

 

株式会社共立電機製作所は、2008 年度より LED の高所照明器具の開発を始めており、2009 年には大

阪府に LED 街路灯の納入実績を持つ企業であります。 

同社は、2010 年 2 月 16 日に宮崎県及び宮崎市の誘致企業として認定を受け、LED 照明器具の商品開

発から設計、製造までを一貫して行う企業であり、当社の経営方針および事業戦略のひとつである、

当社オリジナル商品の製造依頼先として当社LED 事業の商品群に於いて、競合他社との差別化に貢献

頂ける高い技術を有する企業です。 

同社は、当社 の業務提携先である日本エーエム株式会社の友好的な LED 取引製造メーカーであり、

日本エーエム株式会社代表である守田俊彦氏から2009年 12月に同社船ヶ山副社長の紹介を当社代表

である渡邊豊に受け、同氏より当社との取引を強く希望されました。 

同社は、2010 年 3月には埼玉新都心に LED 高所照明の導入を行い、当社としても当該納入実績を確認

し、商品の優秀さを確認致しました。 

これらを背景に同社代表の米良氏と当社代表の渡邊との面談の折、当社の今後の LED 事業への取組み

及び事業の成長性をお互いに確認し、今回の増資引き受けに至ったものです。 

なお、同社は、日本エーエム株式会社 LED 事業譲受後、当社との販売代理店契約締結のもと、当該事

業の拡大に貢献いただける販売代理店（注２）になる予定です。 

 

株式会社洸陽電機は、平成 5 年に電気工事業と省エネ関連のエンジニアリング事業を中心に創業し、

現在ＥＳＣＯ（エネルギーサービスカンパニー）事業者として事業を行っています。 

同社は、企業の設備改修・更新時のランニングコストと初期投資の低減を両立させ、各種補助金や税

制・金融優遇政策などの支援などを結びつけ、総合的な省エネルギー提案を展開するなかで、工場な

どの照明の LED 化の実績等を持っています。同社は、昨年の日本エーエム株式会社と当社間の業務提

携を知り、ノアの多岐に渡る商材に高い関心を持っているということから、本年 5月頃、日本エーエ

ム株式会社の代表である守田俊彦氏より同社代表取締役山本氏の紹介を受け、当社代表の渡邊と面談

に至りました。このような経緯から、当社の今後のLED 事業への取組み及び事業の成長性をご理解・

評価頂いたことから、今回の増資引受に至ったものであります。 

なお、同社は、日本エーエム株式会社 LED 事業譲受後、当社との販売代理店契約締結のもと、当該事

業の拡大に貢献いただける販売代理店（注２）になる予定です。 
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② 新株予約権付社債 

株式会社新鮮組本部は、1982 年 4月に設立され、資本金 310 百万円、売上高 50億円の規模を有し、

現在、東京都、神奈川、埼玉、千葉にローソン店舗を 47 店舗展開する、株式会社ローソンにおけ

るメガフランチャイズチェーン事業（コンビニエンスストア事業）の他、「惣屋キッチン」15店（惣

菜店）、東京厨房16店（外食事業）を展開する企業です。また、当社業務提携先である日本エーエ

ム株式会社が販売する LED 照明のユーザであり同社の代表取締役萩原康三氏を、今年の２月頃、日

本エーエム株式会社より紹介を受けました。その後、当社事業戦略および当社経営方針を伝え協議

を重ねた結果、本新株予約権付社債の引受けによる資金調達につき合意いただきました。 

今後は、当社の販売活動に於ける営業エージェント（注２）として株式会社ローソンの国内 9,500

を超える店舗に、当社 LED 照明商品の販売を積極的に働きかけていただく協業先となる予定です。 

 

③ 新株予約権 

溝邉乃利雄氏は、株式会社ビートの代表取締役を務めており、当社の筆頭株主（平成 22年 7月 30

日現在）であります。同氏は広範な人脈を保有し、特に企業の購買部門に強みをもたれるため当社

LED 事業における販売活動に大きな効果をもたらされるものと当社では判断し、割当先として選定

いたしました。なお、同氏は、平成 22 年 9 月 3 日開催の当社臨時株主総会にて当社取締役に選任

される予定です。したがって、当社としては、資金調達における機動性を確保しつつ、同氏へはイ

ンセンティブ効果が期待できる（本新株予約権は一定以上の株価下落時には強制取得条項により、

強制的に権利行使し当社株式を取得しなければならないものであり、株価下落時には同氏には大き

く不利に作用します。）ため、既存株主には十分なご理解を得られるものと判断し、割当先として

選定しております。 

 

守田俊彦氏は、当社がその一部事業の譲受を企図している日本エーエム株式会社の代表取締役を務

めております。同氏は、日本エーエム株式会社で培った LED 事業における深い知見と仕入販売のノ

ウハウを持ち合わせておられます。同氏は、平成 22 年 9 月 3 日に開催する当社臨時株主総会にて

当社取締役に選任される予定であり、就任後は、当社LED 事業にかかる責任者として、当社 LED 事

業の強化・発展に大きな効果をもたらされるものと当社では判断し、割当先として選定いたしまし

た。当社としては、資金調達における機動性を確保しつつ、同氏へはインセンティブ効果が期待で

きる（本新株予約権は一定以上の株価下落時には強制取得条項により、強制的に権利行使し当社株

式を取得しなければならないものであり、株価下落時には同氏には大きく不利に作用します。）た

め、既存株主には十分なご理解を得られるものと判断し、割当先として選定しております。 

 

（注１）日本ファウ社（東京都中央区）は、2008 年、韓国の LED 照明大手メーカーであるファウ

テクノロジー社（KOSDAQ 上場）と、日本エーエム株式会社が増大する世界の LED 照明の需要に

応えるべく積極的な事業展開を図る為に合弁で設立した企業です。また、ファウテクノロジー社は

1989 年に設立させた、韓国仁川広域市に本社を置く CNC 機器（数値制御装置）、LED 照明のメー

カーで、同社の持つ技術力から、3 次元彫刻機を始め、レーザーカッター等の製品を発表しており、

2000 年に自社の CNC 機器をカスタマイズした 3 次元彫刻機を用いて、LED を導光板に組み込む

独自の加工技術を開発し、LED を使用したライトパネル（電光看板）の分野に進出。その後も研究

技術開発により、2007 年には LED 照明では画期的な高性能ルミダス LED 電球を開発し、世界に
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向け販売を開始しました。2005 年に韓国 KOSDAQ に上場以来、現在、増大する世界の LED 照明

の需要に対し、韓国国内及び中国にも生産拠点を拡大しており、次世代照明である LED の光技術

をリードする先進企業です。 
 

（注２）当社の「販売代理店」とは、通常、各代理店が持つ顧客層に対し営業・提案を行い、当社

から各商品群の在庫を保持しながら営業展開を行います。また、「営業エージェント」とは、その

広い人脈等を活用し、販売交渉等を行う者を指します。尚、「販売代理店」とは異なり、在庫を持

たない点や手数料等によりその対価を得る等の特徴があります。 

 

（注３）㈱寺岡精工は、1934 年設立の電子はかり、自動計量包装値付機、POS システムなどの製造、

販売、保守を行う大手企業で、国内 45拠点を網羅・展開しており、両社はそのグループ企業です。 

 

なお、本件各割当先につきましては、反社会的勢力の影響を受けるものではない旨の確認書を受領す

るとともに、第三者調査機関である株式会社エス・ピー・ネットワーク（東京都新宿区）による調査、

当社代表者である渡邊と割当予定先代表者との面談を通じ、反社会的勢力と関与がない旨を確認

しており、その旨の確認書を株式会社名古屋証券取引所に提出しております。 

 

（C） 割当先の保有方針 

当社は、割当予定先が今回の第三者割当により取得した当社株式、新株予約権付社債及び新株予約権

（転換後、行使後に取得した当社株式を含む）について中長期的に保有する方針であり、取得後 2年

間は売却しない旨を書面で確認しております。なお、割当予定先との間において、割当株式の取得日

より 2年間において、当該割当新株式の全部又は一部を譲渡した場合には、遅滞なく譲渡を受けた者

の氏名、住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を当社に報告することの

同意を得ております。 

 

（D） 割当先の払込に要する財産について確認した内容 

① 新株式 

当社は、割当先６社に対して、以下のとおり払込みに要する資金等の状況を確認しております。 

 

株式会社スミダパッケージに関しましては、本件増資の引受に際し、面談の過程に於いて意思確認の

ほか、同社の本新株式発行にかかる払込に必要な金額を上回る残高が表示された銀行残高証明書を受

領した上で、払込みに要する財産の存在について確認しております。また、同社の金銭出資による引

受金額は約 1 億 5,000 万円で、当社は受領致しました銀行残高証明証により当該残高を確認し且つ、

直近決算書により同社のキャッシュフローに於いて、売掛債権の保有残高から充分に、社業の運転資

金等に影響を出すことがないと説明を頂き確認致しましたので、本件割当の払込み財産の実在性を確

認致しました。また、同社の引受額の規模から、本件第三者割当の為に新たな借入を行い用意するも

のではなく、同社の事業での蓄積による自己資金からの払込みである旨の報告も頂きました。 

 

株式会社エクセに関しましては、本件増資の引受に際し、面談の過程に於いて意思確認のほか、同社

の本新株式発行にかかる払込みに必要な金額を充分に上回る残高が表示された銀行預金通帳の写し



 

ご注意：本文書は、当社が第三者割当により発行される新株式等の募集に関して一般に公表するためのものであり、投

資勧誘を目的として作成されたものではありません。 
20 

を受領した上で、払込みに要する財産の存在について確認しております。また、同社の金銭出資によ

る引受金額は約 1 億 3,000 万円で、当社は受領致しました銀行預金通帳の写しにより当該残高を確認

し、払込み財産の実在性を確認致しました。残高の確認に際しては、主な入金取引に関してその内容

を谷氏にヒアリングし、同社の本業である事業上の取引であり、これらからなる自己資金を当該割当

に使用する旨を確認致しました。また同社の引受額の規模から、本件第三者割当の為に新たな借入を

行い用意するものではなく、同社の現在保有する自己資金による預金からの払込みである旨の確認も

致しました。 

 

株式会社デジアイズに関しましては、本件増資の引受に際し、面談の過程に於いて意思確認のほか、

同社の本新株式発行にかかる払込みに必要な金額を上回る残高が表示された同社預金通帳の写しを

受領した上で、払込みに要する財産の存在について確認しております。また、同社の金銭出資による

引受金額は約 3,000 万円で当社は受領致しました預金通帳の写しにより、当該残高が割当額を充分に

上回る残高を確認し、払込み財産の実在性に関して何ら問題のないことを確認致しました。残高の確

認に際しては、主な入金取引は、同社の本業である事業上の取引であることを油井氏にヒアリングし、

本件第三者割当の払込みに使用する資金は、自己資金である旨の確認を致しました。 

 

株式会社デジアイズに関しましては、本件増資の引受に際し、面談の過程に於いて意思確認のほか、

同社の本新株式発行にかかる払込みに必要な金額を上回る残高が表示された同社残高証明証を受領

した上で、払込みに要する財産の存在について確認しております。また、同社の金銭出資による引受

金額は約 1,000 万円で、当社は受領致しました銀行残高証明書により、当該必要資金を充分に上回る

残高を確認し、払込み財産の実在性を確認致しました。残高の確認に際しては、主な入金取引は、同

社の本業である事業上の取引によるもとであることを高野氏にヒアリングし、本件第三者割当の払込

みに使用する資金は、自己資金である旨の確認を致しました。 

 

株式会社共立電機製作所に関しましては、本件増資の引受に際し、面談の過程に於いて意思確認のほ

か、同社の本新株式発行にかかる払込みに必要な金額を上回る残高が表示された銀行通帳の写しを受

領した上で、払込みに要する財産の存在について確認しております。また、同社の金銭出資による引

受金額は約 500 万円で、当社は受領致しました銀行通帳の写しにより、当該必要資金を充分に上回る

残高を確認し、払込み財産の実在性を確認致しました。残高の確認に際しては、主な入金取引は、同

社の本業である事業上の取引によるもとであることを米良氏にヒアリングし、本件第三者割当の払込

みに使用する資金は、自己資金である旨の確認を致しました。 

 

株式会社洸陽電機に関しましては、本件増資の引受に際し、面談の過程に於いて意思確認のほか、同

社の本新株式発行にかかる払込みに必要な金額を上回る残高が表示された銀行預金通帳の写しを受

領した上で、払込みに要する財産の存在について確認しております。また、同社の金銭出資による引

受金額は約 500 万円で、当社は受領致しました銀行通帳の写しにより、当該必要資金を充分に上回る

残高を確認し、払込み財産の実在性を確認致しました。残高の確認に際しては、主な入金取引は、同

社の本業である事業上の取引によるもとであることを山本氏にヒアリングし、本件第三者割当の払込

みに使用する資金は、自己資金である旨の確認を致しました。 
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② 新株予約権付社債 

株式会社新鮮組本部に関しましては、本新株式発行にかかる払込みに必要な金額を上回る残高が表示

された直近の同社決算書及び銀行通帳の写しを受領した上で、最近の財産状態の説明として同決算書

を基に現金の他、短期貸付金や未収入金（㈱ローソンからの定期的な入金）についての回収により、

本件払込みに要する財産や同社運転資金について問題がないこと及び、同社が今回の払込みに関して、

新たに借入金などによるものではないことを確認しております。したがって、同社が本新株式発行に

係る払込みについては十分可能であると判断しております。 

 

③ 新株予約権 

溝邉乃利雄及び守田俊彦両氏に関しましては、当社は、本新株予約権の発行にかかる払込みに必要な

当初金額が僅少でありますが、現時点での当該予約件行使額を上回る残高を有することの銀行通帳の

コピーで提出を受け確認致しました。また、当該予約権行使に必要な資金に関しましては、守田氏に

ついては提出された銀行通帳のコピーで確認致しました。また、溝邉氏につきましては、現時点での

当該予約権行使に必要な資金には提出された銀行通帳コピーの記載内容では不足しておりますが、同

氏は市場性の高い現物での保有有価証券などの資産を合わせることで、充分に当該資金の確保ができ

ることを確認しております。よって、両氏ともに本件払込みについて充分可能であると判断しており

ます。 
 

（E） 株券貸借に関する契約その他重要な契約等 

該当事項はありません。 

 

7. 募集後の大株主の状況 

割当予定先が長期保有方針であることから今回の潜在株式数を反映して記載しています。 

 

【募集後の大株主及び持株比率（議決権比率）】               単位％ 

募集前 
募集後 

（潜在株式未反映） 

募集後 

（潜在株式を含む） 

溝邉乃利雄 
29.8 

株式会社スミダパッケ

ージ 
26.1 

株式会社スミダパッ

ケージ 
20.9 

トライハード NOAH 投

資事業有限責任組合 
18.6 

株式会社エクセ 
22.7 

株式会社エクセ 
18.1 

大石恭一 
6.6 

溝邉乃利雄 
12.7 

溝邉乃利雄 
13.5 

渡邊豊 
4.8 

トライハード NOAH 投資

事業有限責任組合 
7.9 

株式会社新鮮組 
13.3 

東銀リース 
4.5 

株式会社デジアイズ 
5.2 

トライハード NOAH 投

資事業有限責任組合 
6.3 

テクノライズ株式会

社 
3.8 

大石恭一 
2.8 

株式会社デジアイズ 
4.2 

笹尾彰彦 3.7 渡邊豊 2.0 守田俊彦 3.4 
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隅岡洋成 2.7 東銀リース 1.9 大石恭一 2.3 

酒井哲史 2.4 株式会社テラオカ 1.7 渡邊豊 1.6 

大野敏生 2.3 テクノライズ株式会社 1.6 東銀リース 1.5 

計 79.3 計 84.6 計 85.1 

（注）平成 22 年 7 月 15 日現在の株主名簿および平成 22 年 7 月 30 日までに当社が確認した大量保

有報告書などに基づき記載しています。 

 

8. 今後の見通し 

当社は、今回の調達資金を日本エーエム株式会社の LED 事業の事業譲受及び今後の LED 事業にかか

る商品仕入代金等の運転資金に充当する予定ですが、当該事業譲受により当社の売上高は前期売上

高に対して大きく増加する見込みであり、LED 事業で 10 億円規模の売上高を見込んでおります。業

績予想につきましては、平成 22年 9月 6日の事業譲受実行以降、状況が判明した時点で速やかに開

示いたします。 

 

（企業行動規範上の手続き） 

本件第三者割当による希薄化率は、本件第三者割当に係る取締役会決議前における発行済株式総数

に係る議決権の数に対し 194.2％となり、25％以上となることが見込まれます。したがって、当社は

株式会社名古屋証券取引所の定める適時開示等規則第 34 条の規定に定める株主の意思確認手続を

実施する予定であり、平成 22 年 9月 3日に臨時株主総会を開催し、本件第三者割当による資金調達

の必要性及び相当性について、株主の皆様のご判断をいただくこととしております。 

 

9. 最近 3年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（A） 最近 3年間の業績 

 平成 19年 6月期 平成 20年 6月期 平成 21年 6月期 

売 上 高 8,561 百万円 4,680 百万円 2,805 百万円 

営 業 利 益 147 百万円 156 百万円 △154 百万円 

経 常 利 益 46 百万円 107 百万円 △180 百万円 

当 期 純 利 益 53 百万円 123 百万円 △268 百万円 

1株当たり当期純利益 2,059.35 円 2,698.20 円 △5,337.90 円 

1 株 当 た り 配 当 金 - - - 

1 株 当 た り 純 資 産 13,600.93 円 18,214.32 円 12,690.72 円 

 

（B） 現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 22 年 7月 15 日現在） 

平成 19年 6月期 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 50,623 100％ 

現時点の行使価額における潜在株式数 0 0％ 

 

（C） 最近の株価の状況 

1. 最近３年間の状況 
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 平成 19年 6月期 平成 20年 6月期 平成 21年 6月期 

 始 値   8,561 百万円 4,680 百万円 2,805 百万円 

 高 値   147 百万円 156 百万円 △154 百万円 

 安 値   46 百万円 107 百万円 △180 百万円 

 終 値   53 百万円 123 百万円 △268 百万円 

 

2. 最近６か月間の状況 

 6月 24日 5 月 24 日 4月26日 3 月 24 日 2 月 24 日 1月 25日 

 始 値   7,870 8,500 6,200 6,200 5,310 5,980 

 高 値   7,870 8,500 6,600 6,200 5,610 5,980 

 安 値   7,870 7,800 6,200 5,500 5,310 5,580 

 終 値   7,870 8,300 6,600 6,000 5,610 5,980 

 

3. 発行決議日前日における株価 

 平成 22年 7月 30 日 

 始 値   4,900 

 高 値   4,900 

 安 値   4,800 

 終 値   4,850 

 

（D） 最近 3年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

 ・第三者割当増資 
発 行 期 日 平成 19 年８月 29 日 
調 達 資 金 の 額 410,505 千円（差引手取概算額） 
発 行 価 額 18,555 円 
募 集 時 に お け る 
発 行 済 株 式 数 26,581 株 
当 該 募 集 に よ る 
発 行 株 式 数 22,474 株 
募 集 後 に お け る 
発 行 済 株 式 総 数 49,055 株 

割 当 先 トライハードＮＯＡＨ投資事業有限責任組合 

発 行 時 に お け る 
当 初 の 資 金 使 途 

運転資金に310,505千円及び借入金返済に100,000千円を充当す

る 
発 行 時 に お け る 
支 出 予 定 時 期 平成 19 年８月～平成 20 年７月 
現 時 点 に お け る 
充 当 状 況 運転資金及び借入金返済に充当しました 
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II. 主要株主である筆頭株主の異動及び主要株主の異動 

1. 異動が生じた経緯 

本日、当社が第三者割当による新株式の発行を決議し、割当申込み先に対し、当社が新株式を割当て

たことに伴うものです。 

2. 異動した株主の概要 

（A） 新たに主要株主である筆頭株主となるもの 

名 称 株式会社スミダパッケージ 

所 在 地 東京都江戸川区南葛西４－２０－１３ 

代表者の役職・氏名 代表取締役 栗田 稔 

事 業 内 容 包装用品・包装機材の製造販売業 

資 本 金 4,800 万円  

 

（B） 筆頭株主でなくなるもの 

氏 名 溝邉 乃利雄 

住 所 千葉県市川市 

 

（C） 新たに主要株主となるもの 

名 称 株式会社エクセ 

所 在 地 東京都千代田区麹町１－３－７ 

代表者の役職・氏名 代表取締役 谷 均 

事 業 内 容 有価証券の保有及び投資、不動産業 

資 本 金 3億 8,950 万円  

 

（D） 主要株主でなくなるもの 

名 称 トライハード NOAH 投資事業有限責任組合 

所 在 地 東京都中央区茅場町三丁目２番２号 

代表者の役職・氏名 株式会社トライハード NOAH 代表取締役 北島尚樹 

事 業 内 容 投資事業 

 

3. 当該株主の所有株式数（議決権の数）及び総株主の議決権の割合の数に対する割合 

（A） 株式会社スミダパッケージ 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数 

に対する割合 
大株主順位 

異動前 

（平成22年 7月30日現在） 

－個 

（－株） 
－％ － 

異動後 
（平成 22 年 9月 6 日 

異動予定日現在） 

30,927 個 

（30,927 株） 
26.1％ 第 1位 

（B） 株式会社エクセ 
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議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数 

に対する割合 
大株主順位 

異動前 

（平成22年 7月30日現在） 

－個 

（－株） 
－％ － 

異動後 
（平成 22 年 9月 6 日 

異動予定日現在） 

26,804 個 

（26,804 株） 
22.7％ 第 2位 

（C） 溝邉 乃利雄 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数 

に対する割合 
大株主順位 

異動前 

（平成22年 7月30日現在） 

15,000 個 

（15,000 株） 
29.8％ 第 1位 

異動後 
（平成 22 年 9月 6 日 

異動予定日現在） 

15,000 個 

（15,000 株） 
12.7％ 第 3位 

（D） トライハード NOAH 投資事業有限責任組合 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数 

に対する割合 
大株主順位 

異動前 

（平成22年 7月30日現在） 

9,351 個 

（9,351 株） 
18.6％ 第 2位 

異動後 
（平成 22 年 9月 6 日 

異動予定日現在） 

9,351 個 

（9,351 株） 
7.9％ 第 4位 

 

 ※議決権を有しない株式として発行済株式数から控除した株式 

  平成 22年 7月 30 日現在 338株 

 ※発行済株式総数   

  平成 22年 7月 30 日現在 50,623 株 

 

4. 今後の見通し 

今後、当社 LED 事業における販売代理店及び営業エージェントとして取引を行う予定であり、中長期

的に当社株式を保有するとのことです。 
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III. その他関係会社の異動 

1. 異動が生じた経緯 

本日、当社が第三者割当による新株式の発行を決議し、株式会社スミダパッケージ及び株式会社エク

セからの割当申込みに対し、当社が新株式を割当てることに伴うものです。 

 

2. 「その他関係会社の概要」 

名称 株式会社スミダパッケージ 

所在地 東京都江戸川区南葛西 4丁目 18番 2号 

代表者の役職・氏名 代表取締役 栗田 稔 

資本金の額 4,800 万円 

事業の内容 包装用品・包装機材の製造販売業 

大株主及び持株比率 東京中小企業投資育成 30,000 株（31.25％） 

栗田 稔       20,509 株（21.36％） 

栗田 稔昭       9,200 株（ 9.58％） 

栗田 つね子      8,483 株（ 8.84％） 

設立年月日 昭和 51年 4月 

純資産・総資産 純資産 189,254 千円 総資産 828,030 千円 

出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 該当事項はありません。 

資金関係 該当事項はありません。 
当社との関係 

取引関係 該当事項はありません。 

 

名称 株式会社エクセ 

所在地 東京都千代田区麹町 1-3-7 

代表者の役職・氏名 代表取締役 谷 均 

資本金の額 389,500 千円 

事業の内容 有価証券の保有及び投資、不動産業 

大株主及び持株比率 谷 均      456,800 株 58.6％ 

㈱日本情報開発  75,500 株  9.7％ 

谷 かをる     32,328 株  4.2％ 

長谷川 慶太郎   31,549 株   4.1％ 

設立年月日 平成３年８月 

純資産・総資産 純資産 773,230 千円 総資産 9,738,725 千円 

出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 該当事項はありません。 

資金関係 該当事項はありません。 
当社との関係 

取引関係 該当事項はありません。 
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3. その他関係会社の所有議決権の数及び議決権の総数に対する割合 

（A） 株式会社スミダパッケージ 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数 

に対する割合 

異動前 

（平成22年 7月30日現在） 

－個 

（－株） 
－％ 

異動後 
（平成 22 年 9月 6 日 

異動予定日現在） 

30,927 個 

（30,927 株） 
26.1％ 

（B） 株式会社エクセ 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数 

に対する割合 

異動前 

（平成22年 7月30日現在） 

－個 

（－株） 
－％ 

異動後 
（平成 22 年 9月 6 日 

異動予定日現在） 

26,804 個 

（26,804 株） 
22.7％ 

 

4. 異動予定日 

平成 22年 9月 6日（予定） 

 

5. 今後の見通し 

その他関係会社は、今後、当社 LED 事業における販売代理店及び営業エージェントとして取引を行う

予定であり、中長期的に当社株式を保有するとのことです。 

 

以 上 
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【別添】第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）発

行要領 

 
1. 社債の名称 株式会社ノア 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 

（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）（当該新 
株予約権付社債を以下「本新株予約権付社債」といい、そのう 
ち社債のみを「本社債」、新株予約権のみを「本新株予約権」 
という） 

2. 発行総額 金 106,000,000 円 
3. 発行価格 額面 100 円につき金 106 円 00 銭 
4. 各社債の金額 金 10,000,000 円の 1 種 
5. 社債券の形式 無記名式 

新株予約権付社債券は発行しない。 
6. 利率 なし 
7. 償還金額 額面 100 円につき金 100 円 
8. 償還期限 平成 27 年 9 月 10 日 
9. 申込期日 平成 22 年 9 月 10 日 

10. 払込期日 平成 22 年 9 月 10 日 
11. 募集方法 第三者割当の方法により全額を株式会社新鮮組本部に割当てる。 
12. 物上担保・担保保証の有無 本新株予約権付社債には物上担保及び保証は付されておらず、ま

た本新株予約権付社債のために特に留保されている資産はない。 
13. 財務上の特約 当社は本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予

約権付社債発行後、当社が国内で今後発行する他の転換社債型新

株予約権付社債のために会社の資産に担保権を設定する場合には

本新株予約権付社債のためにも担保付社債信託法に基づき、同順

位の担保権を設定する。なお、転換社債型新株予約権付社債とは、

会社法第 236 条第 1 項第 3 号の規定に基づき、当該新株予約権の

行使に際しては、当該新株予約権に係る社債を出資の目的とする

ことが新株予約権の内容とされたものをいう。 
14. 償還の方法及び期限 １. 償還金額 

額面 100 円につき金 100 円。 
２. 償還の方法及び期限 

(1) 本社債は、平成 27 年 9 月 10 日にその総額を償還する。但

し、繰上償還の場合は、本号（2）に定めるところによる。 
(2) 当社は、当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限

る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以

上を総称して以下「組織再編行為」という。）をすることを

当社の株主総会（株主総会決議が不要な場合は、取締役会

決議をした場合。）で決議した場合、当社取締役会が別途定

める日をもって、当該日において残存する未償還の本社債

の全部を本社債の額面 100 円につき金 100 円で繰上償還す

ることができる。この場合当社は本新株予約権の全部を同

時に無償にて取得するものとする。 
(3) 当社は、発行日の翌日以降いつでも本新株予約権付社債を

買い入れることができる。 
(4) 本項に定める償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、

その前銀行営業日に支払を繰り上げる。 
３. 償還金支払事務取扱者（償還金支払場所） 

東京都港区芝三丁目 31 番 2 号 
株式会社ノア 本社 

15. 本社債に付された本新株

予約権の数 

各本社債に付された本新株予約権の数は 1 個とし、合計 10 個の本

新株予約権を発行する。 
16. 新株予約権の目的となる

株式の種類 

当社普通株式 
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における
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標準となる株式である。 

単元株制度は採用していない。 
17. 新株予約権の目的となる

株式の数 

本新株予約権の行使により新たに発行またはこれに代えて当社の

有する当社の普通株式を処分（以下、当社の普通株式の発行また

は処分を単に「交付」という。）する数は、行使する本新株予約権

にかかる本社債の金額の総額を別記「新株予約権の行使時の払込

金額及び転換価額の調整」欄第１項(2)記載の転換価額（但し、別

記「新株予約権の行使時の払込金額及び転換価額の調整」欄第２

項によって調整された場合は調整後転換価額）で除して得られる

最大整数とする。この場合に１株未満の端数を生じたときはこれ

を切り捨て、現金による調整は行わない。 
18. 新株予約権の行使期間 平成 23 年 3 月 11 日から平成 27 年 9 月 9 日 
19. 新株予約権の行使の条件 当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、以後本社債

に付された本新株予約権を行使することはできないものとし、当

社が本社債を買入れ当該本社債を消却した場合における当該本社

債に付された新株予約権についても同様とする。また、各本新株

予約権の一部行使はできないものとする。 
20. 自己新株予約権の取得の

事由及び償却の条件 
１. 当社は平成 23 年 3 月 11 日から平成 27 年 9 月 9 日までの間

に株式会社名古屋証券取引所における当社普通株式の普通取

引の終値が発行決議日の前日の終値の 150％以上となり、か

つ、当社取締役会が平成 27 年 8 月 26 日までに本新株予約権

の取得を決定した場合、本社債権者に対して取得日の 2 週間

前までに取得日を通知したうえで、取得日に残存する本新株

予約権付社債の全部（一部は不可）を交付財産（本欄３に定

める。）と引換えに取得することができる。なお、上記通知が

なされたときには、当該通知にかかる本新株予約権付社債の

取得は撤回できない。 
２. 「取得日」とは、平成 27 年 9 月 10 日をいう。 
３. 「交付財産」とは、各本社債権者が有する本新株予約権付社

債についての各社債の金額の合計額に、交付比率（本欄４に

定める。）を乗じた最大整数（以下「交付株式数」という。）

の当社普通株式をいう。 
４. 「交付比率」とは、各社債の額面金額を本欄１による取締役

会決議日時点で有効な転換価額で除した値（小数第 3 位まで

算出し、小数第 3 位を四捨五入する。）をいう。なお、通知日

以降取得日までの間に別記「新株予約権の行使時の払込金額」

欄に定める転換価額調整事由が発生した場合には、交換比率

は同欄に定める調整を行う。 
５. 本欄１により株式を発行する場合における増加する資本金の

額は、会社計算規則第 18 条の定めるところに従って算出され

た資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた金額とし、計算の結果 1
円未満の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるものと

する。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から

増加する資本金の額を減じた額とする。 
６. 当社は、本欄１による本新株予約権付社債の取得に係る本社

債権者に対し、当該本社債権者が指定する振替機関又は振替

機関の業務規定に定める口座管理機関における振替口座簿の

保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付

する。 
７. 当社は本欄記載の事由により本新株予約権付社債を取得した

場合は、当該本新株予約権付社債に係る社債部分の全部を取

得と同時に償却しなければならない。 
 

21. 新株予約権の行使時の払

込金額及び転換価額の調
１. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその

価額 



 

ご注意：本文書は、当社が第三者割当により発行される新株式等の募集に関して一般に公表するためのものであり、投

資勧誘を目的として作成されたものではありません。 
30 

整 (1) 本新株予約権１個の行使に際して出資される財産は、当該

本新株予約権に係る本社債とし、その価額は当該本社債の

金額と同額とする。 
(2) 本新株予約権の行使による交付株式数を算定するにあた

り用いられる当社普通株式１株当たりの価額（以下、「転

換価額」という。）は、当初 5,093 円とする。但し、転換

価額は本欄第２項および第３項の定めるところに従い調

整されることがある。 
(3) 本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる本社債

は、別記「１ 新規発行新株予約権付社債、償還期限」欄

の規定にかかわらず本新株予約権の行使の効力発生と同

時に償還の期限が到来し、かつ消滅するものとする。  
２. 転換価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項(2)①から③

までに掲げる各事項により当社の発行済普通株式数（以

下、「当社普通株式数」という。）に変更または変更の可能

性が生じる場合には、次に定める算式（以下、「転換価額

調整式」という。）により転換価額の調整を行う（以下、

調整された後の転換価額を「調整後転換価額」、調整され

る前の転換価額を「調整前転換価額」という。）。 
 

        
交付普通株

式数× 

１株当た

りの払込

金額 
既発行普通株

式数＋ 
時価 調整後 

転換価

額 

＝
調整前 

転換価

額 

×
既発行普通株式数＋交付普通株式数 

 
(2) 転換価額調整式により本社債の転換価額の調整を行う場

合及びその調整後転換価額の適用時期は、次に定めるとこ

ろによる。 
 ① 時価（本項(3)②に定義する。以下同じ）を下回る払

込金額をもって当社普通株式を交付する場合（ただ

し、当社の発行した取得請求権付株式、取得条項付株

式もしくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む。）の取得と引換えに交付する

場合または当社普通株式の交付を請求できる新株予

約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）そ

の他の証券もしくは権利の請求または行使による場

合、または当社が存続会社となる合併もしくは当社が

完全親会社となる株式交換により交付する場合を除

く。） 
調整後転換価額は払込期日（募集に際して払込期間が

設けられたときは当該払込期間の最終日とする。以下

同じ。）の翌日以降、当社普通株式の株主（以下、「普

通株主」という。）に割当てを受ける権利を与えるた

めの基準日がある場合はその翌日以降、これを適用す

る。 
 ② 当社普通株式の株式分割または無償割当てをする場

合 
調整後転換価額は、当社普通株式の株式分割のための

基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当てについ

て普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準

日がある場合はその日の翌日以降、また、当社普通株

式の無償割当てについて普通株主に割当てを受ける
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権利を与えるための基準日がない場合には当該割当

ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。 
③ 時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付す

る旨の定めがある取得請求権付株式、取得条項付株式

もしくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）を発行する場合（無償割当て

の場合を含む。）または時価を下回る対価をもって当

社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約

権付社債に付されたものを含む。）その他の証券もし

くは権利を発行する場合（無償割当ての場合を含む。） 
調整後転換価額は、発行される取得請求権付株式、取

得条項付株式もしくは取得条項付新株予約権（新株予

約権付社債に付されたものを含む。）または新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その

他の証券または権利（以下、「取得請求権付株式等」

という。）の全てが当初の条件で請求または行使され、

当社普通株式が交付されたものとみなして転換価額

調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株

予約権および新株予約権付社債の場合は、割当日）ま

たは無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用

する。ただし、普通株主に割当ての権利を与えるため

の基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適

用する。 
上記にかかわらず、請求または行使に際して交付され

る当社普通株式の対価が取得請求権付株式等が発行

された時点で確定していない場合は、調整後転換価額

は当該対価の確定時点で発行されている取得請求権

付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で請求

または行使され当社普通株式が交付されたものとみ

なして転換価額調整式を準用して算出するものとし、

当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。 
④ 本項(2)①から③までの各取引において、株主に割当

を受ける権利を与えるための基準日が設定され、かつ

各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会ま

たは取締役会その他当社の機関の承認を条件として

いるときには本項(2)①から③にかかわらず、調整後

転換価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを

適用する。 
この場合において当該基準日の翌日から当該取引の

承認があった日までに、本新株予約権を行使した新株

予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通

株式を交付するものとする。なお、株式の交付につい

ては、「（注）３．株式の交付方法」の規定を適用する。 
  
 
（調整前転換価額－調整後転換価額）×調整前転換価額により当該期間 
                   内に交付される株式数 

株式数＝                                           

調整後転換価額 
 
  

この場合に１株未満の端数を生じるときは、これを切

り捨て、現金による調整は行わない。 
  

(3) ① 転換価額調整式の計算は、円位未満小数第２位まで

算出し、小数第２位を切り捨てる。 
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② 転換価額調整式で使用される時価は、調整後転換価

額を適用する日（ただし、本項(2)④の場合は基準日）

に先立つ 45 取引日目に始まる連続する 30取引日（終

値のない日数を除く。）の株式会社名古屋証券取引所

における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配

表示を含む。）の平均値とする。この場合、平均値の

計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を切り捨てる。 
③ 転換価額調整式で使用される既発行普通株式数は、

基準日がある場合はその日、基準日がない場合は調

整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における

当社の発行済普通株式数から、当該日における当社

の有する当社普通株式数を控除した数とする。また、

本項(2)②の株式分割の場合には、転換価額調整式で

使用する交付普通株式数は、株式分割のための基準

日における当社の有する当社普通株式に割当てられ

る当社普通株式数を含まない。 
  

（4） 本項(1)の転換価額の調整を必要とする場合以

外にも、次に掲げる場合には当社は、必要な調整を行う。 
 ① 株式併合、当社を存続会社とする合併、当社を承

継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする株

式交換のために転換価額の調整を必要とするとき。 
 ② 本号①のほか、当社普通株式数の変更または変更

の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調

整を必要とするとき。 
③ 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発

生し、一方の事由に基づく調整後転換価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影

響を考慮する必要があるとき。 
   
本欄第２項により転換価額の調整を行うときは、当社はあらかじ

め書面によりその旨ならびにその事由、調整前転換価額、調整後

転換価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権付社

債の社債権者に通知する。ただし、適用の日の前日までに前記の

通知を行うことができないときは適用の日以降すみやかにこれを

行う。 
22. 新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価額の総額 

金 100,000,000 円 

23. 新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額 

 

１. 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発

行価格 
本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行

価格は、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第１項(2)
記載の転換価額（ただし、別記「新株予約権の行使時の払込金

額」欄第２項および第３項によって転換価額が調整された場合

は調整後転換価額）とする。 
２. 新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本

金の額及び資本準備金の額 
 (1）本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合の増

加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条第１項に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１とし、計算の結果１

円未満の端数が生じた時は、その端数を切り上げるものとす

る。 
  
 (2）本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加
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する資本準備金の額は本項(1)記載の資本金等増加限度額か

ら本項(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 
4 代用払込に関する事項 本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約

権にかかる本社債とし、当該本社債の価額はその払込金額と同額

とする。但し、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

現金による調整は行わない。 
5 行使請求受付場所 株式会社ノア 東京都港区芝三丁目 31 番 2 号 
6 行使請求取次場所 該当事項なし。 
7 社債管理者 本新株予約権付社債は、会社法第 702 条ただし書の要件を充たす

ものであり、社債管理者は設置しない。 
28. 新株予約権の譲渡に関す

る事項 

本新株予約権付社債は、会社法第 254 条第 2 項及び第 3 項の定め

により本社債と本新株予約権のうち一方のみを譲渡することはで

きない。 
29 期限の利益喪失に関する

特約 

（1）当然喪失事由 
当社は、次の各場合には本社債について当然に期限の利益を失う。 
１. 当社に、支払いの停止又は特定調停、破産手続開始、民事再

生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始その他これに

類似する法的整理手続開始の申立て（日本国外における同様

の申立てを含む）があったとき 
２. 当社が手形交換所の取引停止処分を受けたとき 
３. 当社が、解散の決議を行い若しくは解散命令を受け、その他

法令若しくは定款上の解散事由が発生したとき、又は事業を

廃止したとき 
４. 当社が事業を営むために必要な政府当局又は規制当局の許

可、認可又は登録等が取消される等維持できなくなったとき 
（2）請求喪失事由 
当社は、次の各場合には、本社債の社債権者の当社に対する書面

の通知が到達することにより、期限の利益を失う。 
１. 当社が本新株予約権付社債の社債要項のいずれかの規定に違

背し、本社債の社債権者から是正を求める通知を受領した後

30 日以内にその履行又は補正をしないとき 
２. 当社が本社債以外の債務について期限の利益を喪失したと

き、又は第三者が負担する債務に対して当社が行った保証債

務について履行義務が発生したにもかかわらずその履行をす

ることができないとき 
３. 当社が保有する資産について、差押、仮差押、仮処分又は競

売開始の申立てがなされたとき又は租税公課の滞納による督

促若しくは差押を受けたとき 
４. 当社が、事業を停止し、又は所轄政府機関若しくは規制当局

等から業務停止等の処分を受けたとき 
（3）当社の責めに帰すべき事由により本欄(2)の通知が遅延した場

合、又は到達しなかった場合には、通常到達すべき時点で当社は

本社債について期限の利益を失うものとみなし、本欄(2)の規定を

適用する。 
30. 本社債権者に通知する場

合の公告の方法 

本社債の社債権者に対して公告する場合は、当社の定款所定の方

法により行う。但し、法令に別段の定めがある場合を除き、公告

の掲載に代えて本社債の社債権者に直接通知する方法によること

ができる。 
31. 新株予約権の行使請求の

方法 

本新株予約権の行使を請求しようとする社債権者は、所定の行使

請求書に、行使請求しようとする本新株予約権付社債を表示し、

請求の年月日等を記載してこれに記名押印した上、別記「新株予

約権の行使期間」欄記載の行使期間中に別記「新株予約権の行使

請求の受付場所」記載の行使請求受付場所に提出しなければなら

ない。なお、行使請求受付場所に対し行使請求に要する書類を提

出した者は、その後これを撤回することはできない。 
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32. 新株予約権の効力発生時

期 

本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に必要な書類の全部

が別記「新株予約権の行使請求受付場所」記載の行使請求受付場

所に到着した日に発生する。 
33. 株券の交付方法 当社は、行使請求の効力発生後速やかに、社債、株式等の振替に

関する法律（平成 13 年法律第 75 号）およびその他の関係法令に

基づき、本社債権者が指定する口座管理機関の保有する振替口座

簿の顧客口へ増加の記録を行うことにより株式を交付する。 
34. その他 ・上記に定めるものの他、本新株予約権付社債の発行に関し、必

要な事項は、代表取締役社長に一任する。 
・本新株予約権付社債に関する要綱記載事項については金融商品

取引法による届出の効力発生を条件とする。 
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【別添】第 5回新株予約権発行要領 

 

 
1.  新株予約権の名称 株式会社ノア第 5 回新株予約権（以下「本新株予約権」という） 
2.  新株予約権の個数 10,000 個 （新株予約権 1 個につき 1 株） 
3.  新株予約権の払込金額 新株予約権 1 個につき金 4,850 円 
4. 新株予約権の払込金額

の総額 
金 610,000 円 

5. 申込期日 平成 22 年 9 月 6 日 
6. 割当日 平成 22 年 9 月 6 日 
7. 払込期日 平成 22 年 9 月 6 日 
8. 募集の方法及び割当先

及び割当個数 
第三者割当の方法による 
溝邉乃利雄 5,000 個 
守田俊彦  5,000 個 

9. 新株予約権の目的とな

る株式の数 
１. 本新株予約権１個の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又

はこれに代えて当社の有する当社普通株式を処分（以下、当社普通

株式の発行又は処分を「交付」という。）する数は、1 株（以下「割

当株式数」という。）とする。本新株予約権の目的である株式の総数

は、割当株式数に本新株予約権の総数を乗じた数として 10,000 株と

する。但し、下記第２項乃至第４項により割当株式数が調整される

場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は、調整後割当株

式数に応じて調整されるものとする。 
２. 当社が下記「新株予約権の行使時の払込金額」第３項の規定に従っ

て行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調

整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、

下記「新株予約権の行使時の払込金額」第３項に定める調整前行使

価額及び調整後行使価額とする。 
 
調整前割当株式数×調整前行使価額 

調整後割当株式数＝                                

調整後行使価額 
 
３. 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる下記「新株予

約権の行使時の払込金額」第３項第(2)号及び第(5)号による行使価額

の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日と

する。 
割当株式数の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりそ

の旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びそ

の適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新株予約

権者に通知する。但し、下記「新株予約権の行使時の払込金額」第

３項第(2)号に定める場合その他適用の日の前日までに前記の通知

を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。 
10. 新株予約権の行使時の

払込金額 
１. 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価

額は、行使価額に交付株式数を乗じた額とする。 
２. 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合にお

ける株式１株あたりの出資される財産の価額(以下「行使価額」とい

う。行使価格は 4,850 円とする。但し、行使価額は下記第３項の定

めるところに従い調整されるものとする。 
３. 行使価格の調整 

(1) 行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行

う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、

次に定めるところによる。 
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(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整

後行使価額の適用時期については、次に定めるところによ

る。 
① 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社 

普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株

式を処分する場合（但し、当社普通株式の交付と引換えに

当社に取得され、若しくは当社に対して取得を請求できる

証券、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券又は

権利の取得、転換又は行使による場合を除く。） 
調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定

めた場合はその最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、ま

た、募集のための基準日がある場合はその日の翌日以降こ

れを適用する。 
② 当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当をす

る場合 
調整後行使価額は、当該株式の分割又は無償割当てのため

の基準日（無償割当てのための基準日がない場合には当該

割当ての効力発生日とする。）の翌日以降これを適用する。 
③ 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社

普通株式の交付と引換えに当社に取得され、若しくは当社

に対して取得を請求できる証券を発行（無償割当の場合を

含む。）する場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株

予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利を

発行（無償割当の場合を含む。）する場合 
調整後行使価額は、発行される証券、新株予約権又は権利

のすべてが当初の取得価額で取得され又は当初の行使価額

で行使され、当社普通株式が交付されたものとみなして行

使価額調整式を準用して算出するものとし、かかる証券若

しくは権利の払込期日又は新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む。）の割当日の翌日以降、また、募集

又は無償割当てのための基準日がある場合にはその日の翌

日以降これを準用する。 
(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前

行使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、行使価額

の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要と

する事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価

額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額から

この差額を差し引いた額を使用する。 
(4) ① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２

位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。 
② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初め

て適用される日に先立つ 45 取引日目に始まる 30 取引日

（終値のない日を除く。）の株式会社名古屋証券取引所にお

ける当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値とする。

この場合、単純平均値の計算は、円位未満小数第２位まで

算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。 
③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当て

を受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日、

       割当株式

数 × 

１株あたり

の払込金額 
既発行株式

数 
＋ 

１株あたりの時価 調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価

額 

× 
既発行株式数＋割当株式数 
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また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初め

て適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株

式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株

式を控除した数とする。 
(5) 本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、

次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行

う。 
① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換

又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。 
② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が

生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とすると

き。 
③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方

の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使用すべき

時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要がある

とき。 
(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の

適用開始日の前日までに、本新株予約権の新株予約権者に

対し、かかる調整を行う旨ならびにその事由、調整前行使

価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な事

項を書面で通知する。但し、上記通知を行うことができな

い場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 
 

11. 新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合

の発行価額の総額 

49,110,000 円 
新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得し

た新株予約権を消却した場合には、新株予約権の発行価額の総額に新株

予約権の行使に際して払込むべき金額の合計額を合算した金額は減少し

ます。 
12. 新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合

の株式の発行価格及び

資本組入額 

１. 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

は、行使請求に係る上記「新株予約権の行使時の払込金額」記載の

各本新株予約権の行使に際して出資される財産の総額を、上記「新

株予約権の目的となる株式の数」記載の割当株式数で除した額とす

る。 
２. 本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増

加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条第１項の規定に従い算出

される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円

未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該

資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する

資本準備金の額とする。 
13. 新株予約権の行使期間 平成 23 年 3 月 7 日から平成 27 年 9 月 5 日までの期間とする。 
14. 新株予約権の行使請

求の受付場所、取次場

所及び払込取扱場所 

 

1. 新株予約権の行使請求の受付場所 
   株式会社ノア 管理部 

2. 新株予約権の行使請求の取次場所 
   該当事項はありません。 

3. 新株予約権の行使請求の払込取扱場所 
   株式会社三井住友銀行 恵比寿支店 

15. 新株予約権の行使の

条件 

・各本新株予約権の一部行使はできない。 

・新株予約権を相続の対象とすることはできない。 

・新株予約権を質権その他の担保権の目的とすることはできない。 

 ・新株予約権は下記強制取得条件が付されている 
16. 新株予約権の強制取

得条件 

新株予約権者は、当社株式が（ア）に定める「強制取得条件判定期間」

の間、市場価格の終値において一度でも（イ）に定める「強制取得条件

判定水準」を下回った場合、（ウ）に定める「強制取得条件価格」によ

り新株予約権者に割当られた新株予約権の残存をすべて行使し、目的と

なる普通株式のすべてを買取らなければならない。新株予約権者が強制
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取得を行う場合、強制取得条件価格の総額の払込期日は、当該強制取得

を行うことが確定した日の1ヶ月後までとする。但し、当社新株予約権

者と当社が事前に同意する場合は、当該期日を変更することができる。 

（ア）強制取得条平成23年3月7日から平成27年9月5日 

（イ）強制取得条件判定水準 行使価額に0.5を乗じた額（小数点未満

は切り上げる）とする。 

（ウ）強制取得条件価格 （イ）を算定する基となる行使価額とする。 

17. 自己新株予約権の取

得の事由及び取得の

条件 

当社は、当社の取締役会が定める取得日において、新株予約権者の本

新株予約権を取得日時点の公正価格で取得することができる。 

（ア）当社が消滅会社となる合併の議案 

（イ）当社が分割会社となる吸収分割または新設分割の議案 

（ウ）当社が完全子会社となる株式交換または株式移転の議案 

（エ）当社が発行する全部の株式について、譲渡制限を設けまたは株 

     主総会決議により特定の種類株式の全部を取得できる旨の定款 

    変更の議案 

（オ）新株予約権者が新株予約権引受契約に違反した場合 

18. 新株予約権の譲渡に

関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとす

る。 

19. 代用払込みに関する

事項 

該当事項はありません。 

 

20. 組織再編成行為に伴

う新株予約権の交付

に関する事項 

該当事項はありません。 

21. 本新株予約権の行使

請求及び払込の方法 

1. 本新株予約権を行使する場合、所定の行使請求書に必要事項を記載

してこれに記名押印したうえ、行使可能期間中に行使請求受付場所

に提出するものとする。 
2. 本新株予約権を行使する場合、前1項の行使請求書の提出に加えて、

本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額を行

使請求の払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとす

る。 
3. 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に必要な書類の全部が

行使請求受付場所に到着し、かつ当該本新株予約権の行使に際して

出資される金銭の全額が前号に定める口座に入金された日に発生

する。 
22. 本新株予約権証券の

発行及び株券の発行 

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しない。また、当

社は、株券不発行会社であるため、本新株予約権の行使に伴って株式を

取得した場合においても、株券は発行しない。 
23. その他 ・上記に定めるものの他、本新株予約権付社債の発行に関し、必要な事

項は、代表取締役社長に一任する。 
・本新株予約権付社債に関する要綱記載事項については金融商品取引法

による届出の効力発生を条件とする。 
 
 

 


